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第 5 章  ごみ処理基本計画の基本施策 

 

 

 

 

 

 

 

（１）循環型社会実現の基礎となる情報提供 

①「ごみ分別はやわかり帳」等の各種啓発冊子による分別の徹底 

②インターネットを活用した情報公開等の推進 

（２）環境教育の充実・啓発活動の推進 

①「まつやま Re・再来館」での環境教育の普及啓発 

②ごみに関する学習機会の充実 

③地域リーダーの育成 

④ポイ捨て防止の充実 

 

 

 

（１）３Ｒがより進むライフスタイルの推進 

①プラスチック・スマートの普及啓発 

②不要品の再使用等の推進 

③３Ｒに配慮したイベントの普及啓発 

（２）ごみ減量の推進 

①食品ロスの削減に向けた普及啓発 

②水切り等による生ごみ減量の推進 

③「事業者用ごみ分別はやわかり帳」等による事業系ごみ分別の徹底 

（３）リサイクルの推進 

①廃棄物系バイオマスの再資源化ルートの推進 

②小型家電リサイクルの推進 

③更なるリサイクルの検討 

第５章 ごみ処理基本計画の基本施策 
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5.1 基本方針１.市民・事業者・行政のパートナーシップで、３R を一層推進します 

 

 
 

（1）循環型社会実現の基礎となる情報提供 

 

 

転入手続の際などに「ごみ分別はやわかり帳」を配

布したり、「地区別ごみカレンダー」を全戸配布した

りすることで、適正分別の促進を図っていますが、家

庭系可燃ごみの中には、依然としてリサイクル可能な

紙類やプラスチック製容器包装が一定量含まれてい

ます。 

今後も、リサイクル可能なごみが可燃ごみに混入し

ないよう、継続してごみの分別について積極的な啓発

を行います。 

 

 

 

市民が手軽に情報を取得できるよう、ホームページ上

でごみに関する統計資料や調査・研究資料を公開した

り、転出入の多い大学のホームページにリンクを貼った

りするなど、情報環境を整備しています。 

令和２年度からは、松山市 LINE 公式アカウントに、

家庭ごみの分別を検索できる機能や、市民からの不法投

棄、野外焼却の通報機能を追加したほか、南クリーンセ

ンターの混雑状況をリアルタイムで映像配信するなど、

情報発信や情報交換の手段を多様化させています。 

今後も、積極的に情報を公開するとともに、市民・事

業者との情報共有を効率的かつ効果的に行います。 

 

 

 

 

 

グラフはデザイン詰めの際に 

御修正ください。 

（組成の変更を受けて） 

 

 

① 「ごみ分別はやわかり帳」等の各種啓発冊子による分別の徹底 

② インターネットを活用した情報公開等の推進 

松山市公式 LINE アカウントのごみ分別検索画面→ 

厨芥類

（生ごみ）

37.2％

紙類

（リサイクル可能）

10.0％紙類

（リサイクル不適）

5.7％

プラスチック類

（リサイクル可能）

6.2％

プラスチック類

（リサイクル不適）

10.5％

その他可燃

26.1％

その他

4.3％
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（2）環境教育の充実・啓発活動の推進 

 

 

まつやま Re・再来館では、環境啓発の拠点として、環境に関する講座を月 20 回程度開

催するほか、環境保全に関連する展示やリサイクル家具の販売等を行っています。近年は

SNS や動画サイトを活用し、環境について楽しく学べるコンテンツを配信し、環境教育の

拡充を図っています。 

今後もまつやま Re・再来館を環境教育の重要

な活動拠点の一つとして位置付けるとともに、運

営を行っている市民活動団体等と連携し、講座・

工房の情報提供を積極的に行うなど、地球温暖化

や３Ｒに関する普及啓発を推進します。 

 

 

ごみの分別や適正排出は、若年層への学習機会の提供が効果的であるため、小学生を対象

とした体験型学習「サマー！エコキッズスクール」のほか、市内小学校などでの粗大ごみ収

集の実演やごみに関する学習会の開催などに取り組んでいます。 

今後もこのような取組を継続し、ごみに関する学習機会の充実を図ります。 

 

 

ごみの減量・分別の徹底を図るため、行政と市民をつなぐパイプ役として活動する廃棄物

減量等推進員や廃棄物減量等協力員を対象に、研修会等を開催しています。 

今後もこのような地域リーダーを対象に、適切なごみの分別や排出等に関する研修会等を

開催するなど、人材の育成に努めます。 

 

 

美しいまちづくりを進めるため、人が多く集まる重点地区で清掃やパトロールを実施する

ほか、たばこの吸い殻などが多く捨てられる場所では、ポイ捨て禁止看板で注意を喚起して

います。また、美化活動に熱心に取り組む企業を表彰する

など、ポイ捨てを防止する機運を高めています。 

今後もこのような取組を継続するほか、事業所や自宅周

辺などの身近なところを定期的に清掃する「プチ美化運

動」について、事業者や市民の参加を促進します。 

 
 

① 「まつやま Re・再来館」での環境教育の普及啓発 

② ごみに関する学習機会の充実 

③ 地域リーダーの育成 

④ ポイ捨て防止の充実 
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（1）３Ｒがより進むライフスタイルの推進 

 

 

本市は、使い捨てプラスチックの削減に向けて、各種メディアを活用して啓発するほか、

マイバッグやマイボトルの持参など、身近にできるリデュースを呼び掛けています。また、

まつやま Re・再来館では、プラスチック削減をテーマに講座を開催し、小中学生が海洋汚

染の実態やプラスチックに頼らない暮らしを学

んでいます。 

今後もこのような取組を通してライフスタイ

ルの変革を促し、プラスチックと賢く付き合うプ

ラスチック・スマートを啓発します。 

 

 

 

市民が排出した粗大ごみのうち、まだ使用可能な家具

は、まつやま Re・再来館で修理し、市民に販売していま

す。 

今後もごみとなった物のリユースを推進するほか、不

要品がごみになってしまう前に、それらを資源として循

環させる取組を推進します。 

 

 

 

環境に配慮したイベントが定着することを目的として「松山市環境配慮型イベントマニュ

アル」を作成しており、この中で、マイバッグ持参によるごみの発生抑制や、繰り返し使え

る食器の使用等を案内しています。イベントの開催は、多くのごみの発生が見込まれる一方

で、参加者の環境意識の醸成を図る絶好の機会でもあります。 

今後も本マニュアルを周知し、主催者、出展者、参加者に、環境にやさしい行動を促しま

す。 

 

 

出典：環境省 Plastics Smart 

Re・再来館で販売している家具 

① プラスチック・スマートの普及啓発 

② 不要品の再使用等の推進 

③ ３Ｒに配慮したイベントの普及啓発 
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（2）ごみ減量の推進 

 

 

毎週金曜日に冷蔵庫の中をチェックし、賞味期

限などを把握することで余分な買い物を防ぐ「冷

蔵庫チェック」のほか、懇親会などの会食の際、

最初の 30 分と最後の 10 分は自席で料理を楽し

むことで外食時の食べ残しを減らす「３０１０運

動」の推進などに取り組んでいます。 

今後もこのような取組を継続することで市民の

行動変容を促し、食品ロスの削減を推進します。 
 

 

 

 

電気式生ごみ処理機の購入費に対して補助を行い、家

庭から排出される生ごみの減量を推進しています。 

令和２年度には、生ごみの約 80％は水分であり、排

出時の水切りにより減量効果が見込めるため、市民から

アイデアを募り、生ごみ水切り啓発ピクトグラムを作成

しました。 

今後は、ピクトグラムをデザインした水切り袋の配布

などを通してシンボルマークとしての認知度を高め、市民の水切り行動を促します。 

 

 

 

「事業者用ごみ分別はやわかり帳」や「事業系ごみ適正処理リーフレット」を配布したり、

各種団体等との連携による出張説明会を開催したりしています。 

今後も資源化物の適切な回収や、産業廃棄物の混入防止に努め、事業系ごみの適正分別を

推進します。 

 

① 食品ロスの削減に向けた普及啓発 

② 水切り等による生ごみ減量の推進 

③ 「事業者用ごみ分別はやわかり帳」等による事業系ごみ分別の徹底 
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（3）リサイクルの推進 

 

 

学校やスーパーなどから排出される事業系の生ごみや木くずの一部は、民間事業者により

再資源化されています。 

今後も「事業者用ごみ分別はやわかり帳」や「事業系ごみ適正処理リーフレット」等を通

じて、このような取組を排出事業者に周知し、廃棄物系バイオマスの再資源化を推進します。 

 

 

南クリーンセンターに直接搬入された粗大ごみや、市が戸別回収した粗大ごみから小型家

電を選別するほか、市有施設に回収ボックスを設置するなど、積極的に小型家電を回収し、

リサイクルに取り組んでいます。 

今後も質の高いリサイクルシステムを維持し、小型家電リサイクルを推進します。 

 

 

可燃ごみの中には、生ごみや木くず、古布、使用済紙おむつなど、資源としてリサイクル

できるものが含まれています。可燃ごみとして回収したものからこれらを選別するのは容易

ではないため、排出時点で分別されることが理想です。 

今後は、市民や事業者の負担感などにも配慮しつつ、技術革新や国の動向など社会情勢の

変化を注視し、必要とされる時期に分別区分の見直しなどを検討していきます。 

 

 

 

技術革新などにより様々なリサイクル技術が開発されている中、「使用済紙おむつの

リサイクル」が注目を集めています。 

令和２年に国が公表した「使用済紙おむつの再生利用等に関するガイドライン」で

は、使用済紙おむつの再生利用手法として、破砕・発酵・乾燥処理により燃料を製造す

る手法のほか、水溶化により破砕・分離し、取り出されたパルプを殺菌・漂白した上、

衛材グレードパルプとして再利用する手法などが紹介されています。 

使用済紙おむつのリサイクルを通じて、経済的

側面（パルプ回収による資源回収など）、社会的

側面（高齢化に伴う使用済紙おむつの排出量増加

への対応など）の向上も期待できるため、既に一

部の自治体では、リサイクルに向けた取組が進め

られています。 

 出典：使用済紙おむつの再生利用等に関するガイドライン（環境省） 

① 廃棄物系バイオマスの再資源化ルートの推進 

② 小型家電リサイクルの推進 

③ 更なるリサイクルの検討 
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（１）ごみ排出ルートの整備 

①分別・ごみ出しルールの徹底 

②排出禁止物の処理ルートの確保 

（２）指導・監視の徹底 

①最終処分場への搬入ごみの指導・監視 

②事業系ごみの市外からの不法持ち込み防止 

③パトロール等による不法投棄の防止 

 

 

 

（１）適正な収集運搬の確保 

①適正な収集・運搬体制の維持 

②ごみ収集車による環境負荷の低減 

（２）適正な中間処理の確保 

①南クリーンセンターの適正な維持管理 

②西クリーンセンターの適正な維持管理 

③中島リサイクルセンターの適正な維持管理 

（３）適正な最終処分の確保 

①横谷埋立センターの適正な維持管理 

②大西谷埋立センターの適正な維持管理 

③横谷廃棄物センターの適正な維持管理 
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5.2 基本方針２.排出から最終処分まで、適正処理を確保します 

 

 
 

（1）ごみ排出ルートの整備 

 

 

排出されたごみの中には、分別が異なるものや収集日・収集時間が守られていないものも

見受けられます。 

今後も地域の廃棄物減量等推進員・協力員と連携して是正を図るほか、転入者向けのごみ

分別はやわかり帳や地区別ごみカレンダーの配布、学校や町内会等の団体を対象とした出張

講座などにより、分別・ごみ出しルールの徹底を図ります。 

 

 

 

市による適正処理が困難なごみ（排出禁止物）は、市では収集しないこととしているため、

民間事業者による取組などを活用して処理ルートを確保してきましたが、新製品の開発など

により、これまでにはなかった排出禁止物が発生することも想定されます。 

今後も引き続き、排出禁止物の処理ルートを確保し、適正にごみを処理できる体制を維持

します。 

 

（2）指導・監視の徹底 

 

 

搬入物の内容確認を徹底し、産業廃棄物や排出禁止物などの不適正なごみの搬入を防止し

ています。また、そのようなごみを持ち込んだ者に対しては、分別ルールの指導を重点的に

行い、再発防止を徹底しています。 

今後も最終処分場での指導や監視を徹底し、ごみの適正処理を確保します。 

 

 

 
 

本市が許可した一般廃棄物収集運搬業者は、市外で発生したごみを市内に持ち込んではな

らないことになっています。 

今後も許可業者への指導を徹底し、近隣市町とも連携を図りながら、市外ごみの不法持ち

込みを防止します。 

 

① 分別・ごみ出しルールの徹底 

② 排出禁止物の処理ルートの確保 

① 最終処分場への搬入ごみの指導・監視 

② 事業系ごみの市外からの不法持ち込み防止 
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不法投棄頻発箇所に監視カメラを設置するほか、山間部などの不法投棄が発生する可能性

の高い地域を重点的にパトロールしています。 

今後も監視カメラの効果的な運用方法を検討するほか、啓発看板や不法投棄防止ネットを

配布するなど、地元自治会・住民等とも連携を図りながら、不法投棄を防止します。 
 

 

 
 

（1）適正な収集運搬の確保 

 
   
 

本市が直接ごみの収集・運搬を行う際は、ごみの飛散・流出を防止するなど、法令で定め

られた基準を遵守しています。また、本市が収集・運搬を委託した事業者に対しては、定期

的に研修会を開催し、法令遵守の徹底を促しています。 

今後もこのような取組を徹底し、市民が安心できる収集・運搬体制を維持します。 

 

 

本市のごみ収集車には、廃食用油から精製された燃料（BDF）を使用し、環境負荷の低減

に努めています。 

今後も引き続き BDF を使用するとともに、その他の低公害車についても情報収集を行う

ほか、IoT や AI などを活用した運搬ルートの最適化など、ソフト面の対策についても検討

します。 
 

（2）適正な中間処理の確保 

 

 

南クリーンセンターでは、排ガス中のダイオキシン類濃度、燃焼ガス温度など、法令で定

められた各種基準を遵守しつつ、故障等の未然防止のための点検・整備を計画的に行ってい

ます。また、余熱を利用した発電や、隣接する温水プールへの熱供給など、ごみを焼却する

際の余熱を有効活用しているほか、焼却灰のセメント原料化にも取り組んでいます。 

今後も引き続き適正な維持管理を行うことで、施設の安全性を確保するとともに、環境負

荷の低減を図ります。 

なお、南クリーンセンターは竣工から約 26 年が経過し、老朽化が進行しているため、施

設の更新も見据えて、今後の施設整備の在り方を検討します。 

③ パトロール等による不法投棄の防止 

① 適正な収集・運搬体制の維持 

② ごみ収集車による環境負荷の低減 

① 南クリーンセンターの適正な維持管理 
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西クリーンセンターでも、南クリーンセンターと同様に、法令で定められた各種基準を遵

守しつつ、点検・整備を計画的に行っています。また、西クリーンセンターでは、焼却灰の

溶融処理を行い、発生する溶融スラグをアスファルト骨材などとして有効に活用しています。 

今後も引き続き適正な維持管理を行うことで、施設の安全性を確保するとともに、環境負

荷の低減を図ります。 

 

 

中島リサイクルセンターは、島しょ部で排出されるごみを集約し、缶類、びん類等の資源

化物を選別するなど、島しょ部のごみ処理の拠点として機能しています。 

今後も島しょ部のごみを滞りなく処理し、適切に資源を回収する体制を確保するため、引

き続き、適正な維持管理を行います。 
 

（3）適正な最終処分の確保 

 

 

横谷埋立センターでは、放流水や地下水の水質など、法令で定められた各種基準を遵守し

つつ、故障等の未然防止のための点検・整備を計画的に行っています。 

また、埋立地から出た排水に含まれる塩類を消毒剤としてリサイクルし、下水浄化センタ

ーで使用するエコ次亜1）事業に取り組み、処理費用や CO2 排出量の低減を図っています。 

今後もこのような取組を継続し、循環型社会・脱炭素社会にも配慮した適正な維持管理を

行います。 

 

 

大西谷埋立センターでは、横谷埋立センターと同様に法令で定められた各種基準を遵守し

つつ、点検・整備を計画的に行っています。 

今後も引き続き適正な維持管理を行うことで、施設の安全性を確保するとともに、環境負

荷の低減を図ります。 

 

 

横谷廃棄物センターでは、平成 15 年度の横谷埋立センター稼働開始に伴い受入を休止し

て以降、ガス抜管の設置などの安定化策を実施しながら、適正な維持管理を行っています。 

今後も発生ガスや浸出水の状況等を確認しながら、計画的な廃止に向けて、引き続き適正

な維持管理を行います。 

 

1） 横谷埋立センターでは、クリーンセンターで発生する焼却灰を埋め立てており、水処理施設の処理過程

で、食品残さ由来の塩類が発生します。これらの塩類から、消毒に利用できる「エコ次亜」を生成していま

す。 

② 西クリーンセンターの適正な維持管理 

③ 中島リサイクルセンターの適正な維持管理 

① 横谷埋立センターの適正な維持管理 

② 大西谷埋立センターの適正な維持管理 

③ 横谷廃棄物センターの適正な維持管理 
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（１）気候変動影響の緩和 

①ごみ発電の推進 

②バイオマスプラスチックを使用したごみ袋の導入検討 

③EV ごみ収集車の導入検討 

④下水浄化センターでのバイオマス利活用の検討 

（２）気候変動影響への適応 

①災害廃棄物への対応 

②「ごみの排出」に関する影響と適応策 

③「収集・運搬」に関する影響と適応策 

④「中間処理」に関する影響と適応策 

⑤「最終処分」に関する影響と適応策 

 

 

（１）費用対効果を考慮したコストの最適化 

①ごみ処理体制の効率化 

②ごみ処理費用の公表と費用負担の在り方の検討 

（２）人口減少等による影響への対応 

①ごみ処理広域化の検討 

②高齢者等へのごみ出し支援策の検討 

③新型コロナウイルス感染症等への対応 
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5.3 基本方針 3.社会情勢の変化に対応した、持続可能なごみ処理体制を構築します 

 

 
 

（1）気候変動影響の緩和 

 

 

ごみ発電で得られる電力を当該施設内で使用したり、余剰電力を売電したりすることで、

化石燃料由来の電力の代替となり、温室効果ガスの削減につながります。また、災害時には、

自立分散型の電力供給や熱供給等の役割も期待できます。 

本市では、両クリーンセンターでごみ発電を行っており、発電した電力を電気自動車（EV）

に充電するシステムも備えています。 

今後も引き続きごみ発電を行うとともに、発電した電力の有効活用に努めます。 

 

 

「プラスチック資源循環戦略」の基本原則には、可燃ごみ指定収集袋など、その利用目的

から一義的に焼却せざるを得ないプラスチックには、カーボンニュートラルであるバイオマ

スプラスチックを最大限使用し、かつ、確実に熱回収することが掲げられています。 

本市は現在、指定ごみ袋制としていませんが、脱炭素社会の形成を見据え、国や他自治体

の動向について情報収集しつつ、バイオマスプラスチックを使用した指定ごみ袋制導入に向

けて検討します。 

 

 

脱炭素の機運の高まりを受け、EV ごみ収集車を導入する自治体が増えています。EV ご

み収集車は、ごみ発電で得た電力を使用することで走行中の温室効果ガス排出を抑制できる

ほか、災害時には非常用電源として活用することもできます。 

今後は、環境負荷が少ないごみ収集体制の構築を目指し、EV ごみ収集車の導入について

検討します。 

 

 

本市の下水浄化センターでは、下水汚泥の処理過程で発生する消化ガスを燃料として「消

化ガス発電」を行っています。生ごみなどの廃棄物系バイオマスは、下水汚泥と併せて処理

することが可能であり、それにより消化ガスをより多く取り出すことができます。 

今後は、資源の有効活用、脱炭素社会実現の手段の一つとして、下水浄化センターでのバ

イオマス利活用についても検討します。 
 

① ごみ発電の推進 

② バイオマスプラスチックを使用したごみ袋の導入検討 

③ EV ごみ収集車の導入検討 

④ 下水浄化センターでのバイオマス利活用の検討 
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（2）気候変動影響への適応 

 

 

災害により発生したごみを適正かつ迅速に処理し、被災後の早期復旧・復興を図ることを

目的として、本市は「松山市災害廃棄物処理計画」を策定しています。 

今後も、計画の実効性を高めるための点検・見直しを適宜行うほか、講習会の開催や訓練

の実施などにより職員のスキルアップを図り、災害廃棄物の処理体制の強化を図ります。 

 

 

「ごみの排出」に関する気候変動影響として、気温上昇によるごみステーションでの悪臭

増加や衛生動物の誘引、降雨量増加によるごみ質の変化などが懸念されます。 

今後は、このような影響への備えとして、生ごみの水切り・ごみ袋密封を啓発するほか、

効率的な収集によるごみの滞留時間の短縮化、廃棄物減量等推進員・協力員との連携による

ごみステーションの清掃徹底などの対策を検討します。 

 

 

「収集・運搬」に関する気候変動影響として、暑熱による作業効率低下や熱中症リスクの

上昇、豪雨による道路の冠水で収集が困難となることなどが懸念されます。 

今後は、水分や塩分、休憩を適切に取ることを促して作業従事者への影響を軽減するほか、

まつやま内水ハザードマップ等を活用し、冠水リスクを踏まえた収集ルートを平常時から検

討することなどにより、収集・運搬の体制確保を図ります。 

 

 

「中間処理」に関する気候変動影響として、河川の氾濫によるごみ処理施設への浸水など

が懸念されます。特に、南クリーンセンターは、重信川と石手川の合流点近くに位置してい

るため、一層の対策強化が求められます。 

南クリーンセンターは老朽化が進行しているため、このような観点も踏まえて、「まつや

ま洪水ハザードマップ」等を参考にしながら、今後の施設の在り方を検討します。 

 

 

「最終処分」に関する気候変動影響として、豪雨に伴う土砂災害により、車両の通行が困

難となることのほか、停電による設備の稼働停止などが懸念されます。 

今後は、迂回ルートの設定や薬品などの消耗品の在庫管理、非常時の給電方法など、土砂

災害発生時の対応方法の検討を行います。 

 

① 災害廃棄物への対応 

② 「ごみの排出」に関する影響と適応策 

③ 「収集・運搬」に関する影響と適応策 

④ 「中間処理」に関する影響と適応策 

⑤ 「最終処分」に関する影響と適応策 
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（1）費用対効果を考慮したコストの最適化 

 

 

本市のごみ処理には、毎年総額で約

65 億円を必要としています。厳しい

財政状況の中、費用の低減は喫緊の課

題であり、一層の効率化が求められて

います。 

今後は、IoT や AI の活用によるごみ

収集ルートの最適化、人員・機材の効

率的な配置・運用の検討など、費用対

効果を考慮した施策の見直しを行う

ことで、一層の効率化を図ります。 

 

 

 

税収のみを財源としている現在のごみ処理体制では、排出量の多い市民と少ない市民とで

費用負担に明確な差がつきません。一方で、ごみ処理を有料化した場合は、費用負担の公平

化が図られるとともに、費用負担を軽減しようとするインセンティブが生まれ、一層の排出

抑制につながることも期待されます。 

今後もごみ処理に要した費用を公表することで減量への意識啓発を行いつつ、有料化など、

費用負担の在り方を検討します。 
 

 

出典：環境省 先進的な情報通信技術等を活用した廃棄物

処理システム低炭素化支援事業 

① ごみ処理体制の効率化 

② ごみ処理費用の公表と費用負担の在り方の検討 
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（2）人口減少等による影響への対応 

 

 

人口減少や高齢化の進行により、ごみ排出量の減少や処理の担い手不足、老朽化した施設

の維持管理コスト増大が見込まれ、従来の体制を維持することが困難になると予想されます。

このため、国は広域的な処理や施設の集約化を図るべきであるとしており、また、愛媛県は

広域ブロックを指定してごみの広域化を推進しています。 

このような中、本市は令和２年度に、近隣の２市３町（伊予市、松前町、砥部町、東温市、

久万高原町）と広域化検討協議会を設置しました。 

今後は、持続可能なごみ処理体制の構築に向けて、同協議会で将来のごみ処理体制につい

ての議論を深めます。 

 

 

 

高齢の方や障がいのある方にとって、日々のごみ出しにかかる負担感は大きく、高齢化が

進行している現状では、支援のニーズが一層高まっています。 

今後は、全ての市民が無理なくごみ出しできるよう、関係部局とも連携を図りながら、様々

な観点から支援策を検討します。 

 

 

 

令和元年度から世界的に拡大した新型コロナウイルス感染症によって、私たちの生活はこ

れまでとは一変しました。ごみの処理は、市民生活の安定確保に不可欠な業務であり、この

ような非常事態でも事業を継続することが求められます。 

今後は、本市職員や委託業者の新型ウイルス等への感染防止策のほか、万一のときにも着

実にごみ処理を継続できるよう、複数の処理ルートを検討するなどして、安全・安心なごみ

処理体制を確保します。 

① ごみ処理広域化の検討 

② 高齢者等へのごみ出し支援策の検討 

③ 新型コロナウイルス感染症等への対応 


